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3.2-1 

3.2 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの強度評価 

津波発生時の荷重及び余震荷重を受けた場合の原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心ス

プレイ補機海水ポンプ（以下「海水ポンプ」という。）の健全性を評価する。 

 

(1) 評価条件 

a. 取水路の管路解析により算出された基準津波による２号機取水槽（以下「取水槽」

という。）のうち海水ポンプが設置されるエリアの最大流速は図3.2－1に示すとおり

0.94m/sであるが，波力に対する強度評価では，安全側に2.0m/sを設定し，海水ポンプ

に作用する流体力（抗力）を算出する。 

b. 海水ポンプに作用する流体力による荷重は，定常的な流れがポンプに作用すると仮

定して評価する。また，図3.2－1より取水槽の除じん機エリアには角落し用の経路が

あり，末端は天端開口となっている。津波の押し波時の圧力を逃せる構造となってい

ることから，海水ポンプへの水撃作用の発生の可能性は十分小さいため考慮しない。

なお，水撃作用に係る検討内容についてはNS2-補-018-02「5.4 循環水ポンプ出口弁

及び復水器水室出口弁の津波に対する健全性」の参考資料に示す。 

c. 海水ポンプは，漂流物の影響を受けない取水槽に設置されていることから，流木，

がれき等の影響は想定しない。 

d. 海水ポンプの設置部（据付フランジ部より上の部分）は津波防護対象設備を内包す

る建物及び区画として津波から防護されているため，ベルマウス下端からポンプ据付

床の下面までが流体力を受けるものとして評価を実施する。 

e. 水中に位置するコラムパイプ内部にはロータ等があり浮力の影響が軽微な構造であ

ることから，海水ポンプに作用する荷重のうち浮力については考慮しない。 

f. 余震荷重として弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を適用する。 

g. 余震荷重により発生する応力の計算方法は，添付書類「Ⅵ-2-5-7-1-3 原子炉補機

海水ポンプの耐震性についての計算書」及び「Ⅵ-2-5-7-2-3 高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプの耐震性についての計算書」に示す計算式と同様とする。 
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3.2-2 

 

図 3.2－1 取水槽における津波最大流速 

 

 

(2) 評価部位 

評価部位は，ポンプ基礎ボルト，コラムパイプ，耐震サポート基礎ボルトとし，当該

部に発生する荷重及び応力を評価する。また，コラムパイプの評価においては，ディス

チャージケーシング部を含めて評価部位とする。評価部位及び荷重が作用する範囲を図

3.2－2に示す。 

なお，ポンプ取付ボルト及び耐震サポート取付ボルトについては，ボルトの総断面積

がポンプ基礎ボルト及び耐震サポート基礎ボルトより大きいことから，基礎ボルトの評

価に包絡される。 

  

0.94 (m/s) 
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3.2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2－2 評価部位及び荷重が作用する範囲（原子炉補機海水ポンプの例）  

津波による流体力

はベルマウス下端

からポンプ据付床

の下面にかかるも

のとする。 

ポンプ据付床 

海水ポンプ 

ベルマウス 

据付フランジ部 

：評価部位 

コラムパイプ 

ポンプ基礎ボルト 

耐震サポート基礎ボルト 

耐震サポート取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

ディスチャージケーシング 
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3.2-4 

(3) 荷重の組合せ及び許容応力

海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を表3.2－1に示す。許容応力状態は津波

の繰り返しの来襲を想定し，許容応力状態ⅢＡＳとする。また，海水ポンプの評価部位

に対する許容応力及び使用材料の許容応力評価条件を表3.2－2及び表3.2－3に示す。 

表 3.2－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

機器名称 耐震重要度分類 荷重の組合せ*1,*2 
許容応力

状態 

原子炉補機海水ポンプ 

Ｓ Ｄ＋津波荷重＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

注記 ＊1：Ｄは固定荷重を示す。また，Ｓｄは余震荷重を示す。 

＊2：固定荷重が津波荷重を緩和する方向に作用する場合，保守的に組み合わせない。 

表 3.2－2 許容応力 

許容応力状態 

許容限界

（ボルト） 

許容限界

（コラムパイプ）

一次応力 一次応力 

引張 せん断 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
Ｓｙと 0.6・Ｓｕの 

小さい方 

ｆｔ：設計・建設規格 SSB-3131(1)に定める値 

ｆｓ：設計・建設規格 SSB-3131.1(2)に定める値 

Ｓｙ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

Ｓｕ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 
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3.2-5 

表 3.2－3 許容応力評価条件 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

原子炉補機 

海水ポンプ 

コラム

パイプ 

最高

使用

温度 

40 245 400 ― 

ポンプ 

基礎 

ボルト 

周囲

環境

温度 

198 504 205 

耐震サポート

基礎ボルト 

最高

使用

温度 

40 205 520 205 

高圧炉心 

スプレイ

補機海水 

ポンプ 

コラム

パイプ 

最高

使用

温度 

40 245 400 ― 

ポンプ 

基礎 

ボルト 

周囲

環境

温度 

198 504 205 

耐震サポート

基礎ボルト 

最高

使用

温度 

40 205 520 205 

Ｓｙ(ＲＴ)：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃における値 
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3.2-6 

(4)固有周期の算出及び設計用地震力の設定

a. 固有周期の算出

海水ポンプの固有周期の算出は，添付書類「Ⅵ-2-5-7-1-3 原子炉補機海水ポンプの

耐震性についての計算書」及び「Ⅵ-2-5-7-2-3 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの耐震

性についての計算書」の「3. 固有値解析及び構造強度評価」に示す方法で実施する。

解析の結果，表 3.2－4及び表 3.2－5に示すとおり，水平方向の固有周期は 0.05秒を超

えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2 次モード以降で卓越し，

固有周期は 0.05 秒以下であることを確認した。 

表 3.2－4 固有値解析結果（原子炉補機海水ポンプ） 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW方向 

1次 水平 0.118 2.624 2.624 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

表 3.2－5 固有値解析結果（高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ） 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 NS方向 EW方向 

1次 水平 0.168 -1.745 -1.745 ― 

2次 水平 0.052 0.103 0.103 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

b. 設計用地震力の設定

評価に用いる設計用地震力を表 3.5－6及び 3.5－7に示す。弾性設計用地震力Ｓｄ

は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定

数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 
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3.2-7 

表 3.2－6 設計用地震力（原子炉補機海水ポンプ） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.118＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 
応答水平震度＊4 応答鉛直震度＊4 

1次 0.118 4.25 ―

動的震度＊5，＊6 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答ス

ペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

表 3.2－7 設計用地震力（高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.168＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3
固有周期

(s) 
応答水平震度＊4 応答鉛直震度＊4 

1次 0.168 4.80 ―

2次 0.052 1.30 ― 

動的震度＊5，＊6 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答ス

ペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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3.2-8 

(5) 海水ポンプに作用する流体力と評価部位に発生する荷重の計算

コラムパイプに津波が作用することを想定し流体力を検討した。コラムパイプを円筒

形状と仮定し評価する。 

a. コラムパイプの単位長さあたりに作用する流体力（以下「抗力」という。）ＦＤは

次式より求める。評価結果を表3.2－8に示す。

𝐹𝐷 =
1

2
𝐶𝐷 ∙ 𝜌 ∙ 𝑉

2 ∙ 𝐷

ＦＤ：抗力  

ＣＤ：抗力係数（円筒形状） 

ρ：海水密度  

Ｖ：津波流速  

Ｄ：構造物の外径 

表3.2－8 津波により作用する抗力 

項目 
原子炉補機海水

ポンプ 

高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ 

抗力係数（円筒形状）ＣＤ 1.2＊

海水密度ρ(kg/m3) 1025.6 

津波流速Ｖ(m/s) 2.0 

構造物の外径Ｄ(m) 

抗力ＦＤ(N/m) 

注記＊：「配管内円柱状構造物の流体振動評価指針」(JSME S012(1998))に基づき設定 
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3.2-9 

b. 評価部位に発生する荷重

海水ポンプの耐震サポートは，取水槽床面に設置し，コラムパイプ全周を支持して

いる。これらを踏まえ，評価条件を以下のとおりとし，評価部位に発生する荷重を算

出した。 

＜評価条件＞ 

・ポンプ据付部及び耐震サポート部の支持点により，津波による荷重を受け持つ。

・津波による荷重は，表 3.2－8に示す津波により作用する抗力を用いる。

・支持条件としてポンプ据付部は固定端，耐震サポート部は単純支持，ベルマウス先端

は自由端とする。 

＜評価モデル＞ 

図 3.2－3に示すポンプ概略図をはりモデルにすると，図 3.2－4及び図 3.2－5 に示す

静定はりに置き換えることができる。図 3.2－4 でははりの長さを耐震サポート部までと

して，ポンプ据付部を固定し耐震サポート部を自由端とした片持ちはりとし，ポンプ据付

部の反力及び曲げモーメントの算出を行う。図 3.2－5 ではポンプ据付部及び耐震サポー

ト部を単純支持とし，耐震サポート部の反力及び曲げモーメントの算出を行う。コラムパ

イプの反力及び曲げモーメントは２つの計算モデルのうち，値が大きい方を用いる。２種

類の静定はりモデルを評価部位ごとに使い分けるため，より保守的な評価となる。なお，

図 3.2－3 は原子炉補機海水ポンプのものであるが，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプに

ついても同様のモデルで評価する。 

図 3.2－3 ポンプ概略図（原子炉補機海水ポンプの例） 

耐震サポート部 

ポンプ据付部 
ベルマウス先端 

耐震サポート基礎部 

𝐿1 𝐿2 

𝐿s 

𝐶 𝐿 

𝐵 𝐴 
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3.2-10 

 

図 3.2－4 計算モデル（片持ちはり） 

図 3.2－5 計算モデル（単純支持の張出しはり） 

Ａはポンプ据付部，Ｂはベルマウス先端部，Ｃは耐震サポート部を表す。 

図 3.2－4における反力及び曲げモーメントは次式より求める。 

𝐹1 = 𝐹𝐷 ∙ 𝐿1

𝑀1 =
1

2
𝐹𝐷 ∙ 𝐿1

2

図 3.2－5における反力及び曲げモーメントは次式より求める。 

𝐹2 = 𝐹𝐷 ∙ 𝐿 ∙ (1 −
𝐿

2𝐿1
) 

𝐹3 =
𝐹𝐷 ∙ 𝐿2

2𝐿1

𝑀2 =
1

2
𝐹𝐷 ∙ 𝐿2

2

𝐿 

𝐹𝐷 

𝑀2 

𝐿1 𝐿2 
𝐹2 𝐹3 

𝐶 𝐴 𝐵 

𝐹𝐷 

𝑀1 

𝐿1 𝐹1 

𝐴 𝐶 𝐵 
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3.2-11 

Ｆ1：ポンプ据付部の反力（片持ちはり）(N) 

Ｆ2：ポンプ据付部の反力（単純支持の張出しはり）(N) 

Ｆ3：耐震サポート部の反力(N) 

Ｍ1：ポンプ据付部の曲げモーメント(N・mm) 

Ｍ2：耐震サポート部の曲げモーメント(N・mm) 

Ｌ１：ポンプ据付部から耐震サポート部までの長さ(mm) 

Ｌ２：耐震サポート部からベルマウス先端までの長さ(mm) 

Ｌ：ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さ(mm) 

Ｌs：耐震サポート部から耐震サポート基礎ボルトまでの長さ(mm) 

＜評価結果＞ 

表 3.2－9 に評価に用いる各部長さを示す。また，表 3.2－10 に算出した反力及び曲げモ

ーメントを示す。計算の結果，Ｆ1＞Ｆ2及びＭ1＞Ｍ2のため，海水ポンプのコラムパイプの

計算にはＦ1及びＭ1を用いる。各部位の反力及び曲げモーメントを表 3.2－11に示す。 

表 3.2－9 各部長さ 

項目 
原子炉補機 
海水ポンプ 

高圧炉心 
スプレイ補機
海水ポンプ

ポンプ据付部から耐震サポート部までの長さＬ１(mm) 

耐震サポート部からベルマウス先端までの長さＬ２(mm) 

ポンプ据付部からベルマウス先端までの長さＬ(mm) 

表 3.2－10 反力及び曲げモーメントの算出結果 

反力及び 

曲げモーメント 

原子炉補機海水

ポンプ 

高圧炉心スプレイ 

補機海水ポンプ 

Ｆ1(N) 

Ｆ2(N) 

Ｆ3(N) 

Ｍ1(N・mm) 

Ｍ2(N・mm) 

表 3.2－11 各部位に対する反力及び曲げモーメント 

部位 
原子炉補機海水ポンプ 

高圧炉心スプレイ補機 

海水ポンプ 

反力 曲げモーメント 反力 曲げモーメント 

ポンプ据付部 

耐震サポート部 

コラムパイプ
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(6) ポンプ基礎ボルトの評価

a. ポンプ基礎ボルトに発生する引張応力

コラムパイプに津波による荷重が作用した場合にポンプ基礎ボルトに発生する引張

応力を算出するため，津波による荷重によりポンプ据付部に作用するモーメントを用

いて，引張応力を算出した。ポンプ基礎ボルトに発生する引張力の算出モデルを図 3.2

－6に示す。また，評価結果を表 3.2－12 に示す。 

＜評価条件＞ 

・円形配列の場合のボルトに対する引張力は，支点から正比例した力が作用するも

のとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボルトについて計算する。

・ポンプ基礎ボルトに発生する引張応力σは，以下の条件で計算する。

 機器の重量は考慮しない。

 ボルトの初期締付力は考慮しない。

 台板と基礎コンクリートの摩擦は考慮しない。

 津波水位による静水圧荷重が作用する。

立形ポンプの円形配置基礎ボルトの引張力算出式により，ボルトに発生する最大

引張力Ｆｎは次式で求める。 

𝐹𝑛 =
8𝑀1

3・𝐷𝑛・𝑛
＋ρ・g・(ℎ − 𝑧)・A' 

  Ｆｎ：ポンプ基礎ボルトに発生する引張力 

  Ｄn：ポンプ基礎ボルトのピッチ円直径 

  ｎ：ポンプ基礎ボルトの本数 

  g：重力加速度（=9.80665） 

  ｈ：津波高さ 

  ｚ：機器設置高さ 

  Ａ’：静水圧荷重を受ける面積 

図 3.2－6 ポンプ基礎ボルトに発生する引張力の算出モデル 

 

D 

転倒支点 

D 

転倒支点 
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このときポンプ基礎ボルトに発生する引張応力σは次式で求める。 

𝜎 =
𝐹𝑛
𝐴

σ：ポンプ基礎ボルトに発生する引張応力 

Ｆｎ：ポンプ基礎ボルトに発生する引張力 

Ａ：ポンプ基礎ボルトの断面積 

表 3.2－12 ポンプ基礎ボルトに発生する引張応力 

項目 
原子炉補機海水 

ポンプ 

高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ 

ポンプ基礎ボルトサイズ(mm) 

ポンプ基礎ボルトの本数ｎ(本) 8 8 

ポンプ基礎ボルトのピッチ円直径Ｄn（mm） 

津波高さｈ(m) 11.3 11.3 

機器設置高さｚ(m) 

静水圧荷重を受ける面積Ａ’(m2) 

ポンプ基礎ボルトに発生する引張応力σ

（N/mm2） 
35 41 

b. ポンプ基礎ボルトに発生するせん断応力

コラムパイプに津波による荷重が作用した場合にポンプ基礎ボルトに発生するせん

断応力を算出するため，コラムパイプ付け根部に作用する力をポンプ基礎ボルト全数

で受けるものとして次式で求める。また，評価結果を表 3.2－13に示す。 

𝜏 =
𝐹1

𝐴×𝑛
τ：ポンプ基礎ボルトに発生するせん断応力 

Ａ：ポンプ基礎ボルトの断面積 

ｎ：ポンプ基礎ボルトの本数 

表 3.2－13 ポンプ基礎ボルトに発生するせん断応力 

項目 
原子炉補機海水

ポンプ 

高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ 

ポンプ基礎ボルトサイズ(mm) 

ポンプ基礎ボルトの本数ｎ(本) 8 8 

ポンプ基礎ボルトに発生するせん断応力 τ

（N/mm2） 
2 2 
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(7) 耐震サポート基礎ボルトの評価

a. 耐震サポート基礎ボルトに発生する引張応力

コラムパイプに津波による荷重が作用した場合に耐震サポート基礎ボルトに発生す

る引張応力を算出するため，津波による荷重によりコラムパイプに作用するモーメント

を用いて，引張応力を算出した。評価結果を表 3.2－14に示す。 

𝑀 = 𝐹3 ∙ 𝐿ｓ

𝐹𝑠 =
8𝑀

3・𝐷𝑠・𝑛𝑠

Ｍ：耐震サポート基礎ボルトに作用する曲げモーメント 

Ｆs：耐震サポート基礎ボルトに発生する引張力 

Ｄs：耐震サポート基礎ボルトのピッチ円直径 

ｎs：耐震サポート基礎ボルトの本数 

このとき耐震サポート基礎ボルトに発生する引張応力σは次式で求める。 

𝜎𝑠 =
𝐹𝑠
𝐴𝑠

σs：耐震サポート基礎ボルトに発生する引張応力 

Ｆs：耐震サポート基礎ボルトに発生する引張力 

Ａs：耐震サポート基礎ボルトの断面積 

表 3.2－14 耐震サポート基礎ボルトに発生する引張応力 

項目 

原子炉 

補機海水 

ポンプ 

高圧炉心スプ

レイ補機海水

ポンプ

耐震サポート部から耐震サポート基礎ボルトまでの 

長さＬs(mm) 

耐震サポート基礎ボルトサイズ(mm) 

耐震サポート基礎ボルトの本数ｎs(本) 8 8 

耐震サポート基礎ボルトのピッチ円直径ＤＳ（mm） 

耐震サポート基礎ボルトに発生する引張応力σ s

（N/mm2） 
3 2 
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b. 耐震サポート基礎ボルトに発生するせん断応力

海水ポンプのベルマウスを支持する耐震サポートは，基礎ボルトで固定している。

ベルマウスを支持する耐震サポートを図 3.2－7に示す。 

コラムパイプに津波による荷重が作用した場合の耐震サポート基礎ボルトのせん断

応力を算出するため，耐震サポートに作用する力を基礎ボルト全数で受けるものとし

て次式で求める。評価結果を表 3.2－15に示す。 

𝜏𝑠 =
𝐹3

𝐴𝑠 × 𝑛𝑠

τｓ：耐震サポート基礎ボルトに発生するせん断応力 

Ａｓ：耐震サポート基礎ボルトの断面積 

ｎｓ：耐震サポート基礎ボルトの本数 

表 3.2－15 耐震サポート基礎ボルトに発生するせん断応力 

項目 
原子炉補機 

海水ポンプ 

高圧炉心スプレイ 

補機海水ポンプ 

耐震サポート基礎ボルトサイズ(mm) 

耐震サポート基礎ボルトの本数ｎｓ(本) 8 8 

耐震サポート基礎ボルトに発生する 

せん断応力τｓ(N/mm2) 
3 2 

図 3.2－7 ベルマウスを支持する耐震サポート 

（原子炉補機海水ポンプの例） 

耐震サポート基礎ボルト 
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(8) コラムパイプの強度評価

a. コラムパイプに発生する曲げ応力

コラムパイプに津波による荷重が作用した場合の曲げ応力の算出は，表 3.2－10 に

示すコラムパイプに発生する最大曲げモーメントを用い，次式により求める。 

評価結果を表 3.2－16に示す。 

σ𝑐 = M1/Z

  Z = (
𝜋

32×𝐷𝑐
) × (𝐷𝑐

4−𝑑𝑐
4)

σc：コラムパイプに発生する曲げ応力 

Ｚ：断面係数 

Ｄc：コラムパイプ外径 

ｄc：コラムパイプ内径 

表 3.2－16 コラムパイプに発生する曲げ応力 

項目 
原子炉補機海水

ポンプ 

高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプ 

コラムパイプ外径Ｄc(mm)

コラムパイプ内径ｄc(mm)

断面係数 Ｚ（mm3） 2909000 976800 

コラムパイプに発生する曲げ応力σ c

（N/mm2） 
26 44 
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(9) 評価結果

海水ポンプに発生する応力を表 3.2－17に示す。発生応力は，許容応力以下であること

から，津波発生時の荷重及び余震荷重に対してポンプの健全性は確保されることを確認

した。 

表 3.2－17 評価結果一覧 

評価部位 材料 項目 
発生応力 

（N/mm2） 

許容応力 

（N/mm2） 

原子炉補機海水

ポンプ 

ポンプ基礎 

ボルト 

引張 49 153 

せん断 19 118 

耐震サポート

基礎ボルト 

引張 20 123 

せん断 26 94 

コラムパイプ 曲げ 94 240 

高圧炉心スプレ

イ補機海水ポン

プ 

ポンプ基礎 

ボルト 

引張 53 153 

せん断 12 118 

耐震サポート

基礎ボルト 

引張 9 123 

せん断 17 94 

コラムパイプ 曲げ 170 240 
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添付資料 

基礎ボルト部におけるコンクリートのコーン破壊評価について 

1. 概要

機器・配管系設備の基礎ボルト及びコンクリート部の設計については，ＪＥＡＧ４６０１－

1991に「原則として基礎ボルトが先に降伏するような設計とする。」と記載されていることか

ら，基礎ボルトに着目した評価を行うことでコンクリート部の健全性を確認する。 

具体的には原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの基礎ボルトの許

容荷重とコンクリート部の許容荷重を比較し，コンクリート部の許容荷重が上回ればコンクリ

ートのコーン破壊は発生しない。なお，補足説明資料「NS2-補-023-2 耐震評価対象の網羅性，

既工認との手法の相違点の整理について 添付2－1アンカー定着部の耐震評価について」にお

いて，原子炉補機海水ポンプの基礎ボルト部におけるコンクリートのコーン破壊評価について

詳細な評価手順及び評価内容を示していることから，本資料ではボルト配置及び評価結果のみ

示す。高圧炉心スプレイ補機海水ポンプについても同じ評価方法で評価可能なため，同じくボ

ルト配置及び評価結果のみ示す。

2. 原子炉補機海水ポンプに対する検討

2.1 基礎ボルトの配置 

原子炉補機海水ポンプの基礎ボルト配置及び有効投影面積を図1及び図2に示す。 

図1 原子炉補機海水ポンプ基礎ボルト配置 （単位：ｍｍ） 
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図2 原子炉補機海水ポンプ基礎ボルト有効投影面積 

2.2 評価結果 

原子炉補機海水ポンプの評価結果を表1に示す。コンクリート部の許容荷重が基礎ボル

トの許容荷重を上回るため，コンクリートのコーン破壊は発生しない。

表1 原子炉補機海水ポンプの評価結果 

基礎ボルト１本当

たりの許容荷重及

びコンクリートの

許容荷重 

基礎ボルトの

許容引張荷重 

p（N） 

コンクリート部

の許容引張荷重

pa（N） 

基礎ボルトの 

許容せん断荷重 

q（N） 

コンクリート部の

許容せん断荷重

qa（N） 

引張・せん断評価 p≦pa OK q≦qa OK 

組合せ評価 (
p

pa
)
2

＋ (
q

qa
)
2

≒0.90≦1 OK 

（単位：ｍｍ） 
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3. 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ基礎ボルトに対する検討

3.1 ポンプ基礎ボルトの配置 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの基礎ボルト配置及び有効投影面積を図3及び図4に

示す。 

図3 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ基礎ボルト配置 

図4 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ基礎ボルト有効投影面積 

（単位：ｍｍ） 

（単位：ｍｍ） 
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3.3 評価結果 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの評価のまとめを表2に示す。コンクリート部の許

容荷重が基礎ボルトの許容荷重を上回るため，コンクリートのコーン破壊は発生しな

い。 

表2 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの評価結果 

基礎ボルト１本当

たりの許容荷重及

びコンクリートの

許容荷重 

基礎ボルトの

許容引張荷重 

p（N） 

コンクリート部

の許容引張荷重

pa（N） 

基礎ボルトの 

許容せん断荷重 

q（N） 

コンクリート部の

許容せん断荷重

qa（N） 

引張・せん断評価 p≦pa OK q≦qa OK 

組合せ評価 (
p

pa
)
2

＋ (
q

qa
)
2

≒0.71≦1 OK 

25



 

 

3.3 除じん装置の取水性への影響
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3.3 除じん装置の取水性への影響 

取水槽には，海水中の塵芥を除去するために除じん装置が設置されている。この除じん

装置が基準津波による水位差により破損してそれ自体が漂流物となる可能性があるため，

取水性へ影響を及ぼすことがないことを確認する。 

 

(1) 津波による破損に対する評価 

a. 確認方法 

除じん装置の概要は図3.3－1に示すとおりであり多数のバスケットがキャリングチ

ェーンにより接合される構造となっている。このため，入力津波の流速により生じる

スクリーン部の水位差（損失水頭）により，キャリングチェーン及びバスケットが破

損し，バスケットが分離して漂流物となる可能性について確認する。 

基準津波の管路解析による取水槽内の流速評価位置と流速評価結果を図3.3－2に示

す。評価結果を踏まえ，評価に用いる流速は，取水槽除じん機エリアにおける最大流

速1.06m/sを上回る2.4m/sとする。 

 

 

図3.3－1 除じん装置の概要 

 

FLOW
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図3.3－2 取水槽除じん機エリアの流速評価位置と評価結果 

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m海水ポンプ EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

除じん装置流速評価位置

1.06 (m/s) 
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b. 確認結果 

取水槽内の最大流速2.4m/sが作用した際の各部材における発生値と許容値の比較結

果を表3.3－1に示す。各部材に発生する最大荷重及び最大応力が許容値を下回ってい

ることから，除じん装置が漂流物となることはない。 

 

表3.3－1 除じん装置の強度確認結果 

設備 部材 
流速 2.4m/s時の 

発生水位差 

発生水位差における 

発生値／許容値 

除じん装置 

キャリング 

チェーン 
5.8m 

142739（N）／617000（N） 

（最大荷重／許容荷重） 

バケット 
225（MPa）／246（MPa） 

（最大応力／許容応力） 
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3.5 循環水ポンプ渦防止板の取水性への影響
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3.5 循環水ポンプ渦防止板の取水性への影響 

津波発生時の荷重及び余震荷重を受けた場合の循環水ポンプ渦防止板の健全性を評価

する。 

(1) 評価条件

a. 取水路の管路解析により算出された基準津波による循環水ポンプ渦防止板設置箇所

の最大流速は図3.5－1に示すとおり水平方向が0.94m/s，鉛直方向が0.98m/sである

が，波力に対する強度評価では，保守的に水平方向・鉛直方向ともに1.0m/sを設定

し，循環水ポンプ渦防止板に作用する流体力（抗力）を算出する。 

b. 循環水ポンプ渦防止板は，漂流物の影響を受けない取水槽に設置されていることか

ら，流木，がれき等の影響は想定しない。 

c. 通常時水位において，図3.5－2に示すとおり循環水ポンプ渦防止板は一部が気中に

位置するが，評価においては全て水中にあると仮定する。 

d. 余震荷重として弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を適用する。

e. 余震荷重により発生する応力の計算方法は，添付書類「Ⅵ-2-11-2-7-18 循環水ポ

ンプ渦防止板の耐震性についての計算書」に示す計算式と同様とする。

水平方向最大津波流速（基準津波４）  鉛直方向最大津波流速（基準津波６） 

図 3.5－1 循環水ポンプ渦防止板設置箇所における津波最大流速 

0.94 (m/s) 0.98 (m/s) 
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(2) 評価部位

循環水ポンプ渦防止板は，鋼板，支持梁，ブラケット，取付ボルト（①及び②）及び

基礎ボルトから構成され，各部位に発生する荷重及び応力を評価する。各評価部位を図

3.5－2に示す。また，評価に用いる寸法を補足したものを図3.5－3に示す。 

 

図3.5－2 評価部位 

取 

水 

槽 

壁 

支持梁 

ブラケット 

鋼板 

基礎ボルト A 

A 

流れ方向 

（水平） 

流れ方向 

（鉛直） 

循
環
水
ポ
ン
プ
（
中
心
）

端部詳細（A－A 矢視図） 

取付ボルト① 

鋼板 

支持梁 

基礎ボルト 

ブラケット 

取付ボルト② 

取
水
槽
壁 

通常時水位 

（EL -1.1m）

循環水ポンプ 

渦防止板 

（取水槽断面図） 

：鋼板 

鋼板 
支持梁 

ブラケット 

（取水槽正面図） 

NS 方向 

UD 方向 

EW 方向 

UD 方向 
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図3.5－3 評価に用いる寸法 

(3) 荷重の組合せ及び許容応力

循環水ポンプ渦防止板の荷重の組合せ及び許容応力状態を表3.5－1に示す。許容応力

状態は津波の繰り返しの来襲を想定し，許容応力状態ⅢＡＳとする。また，循環水ポン

プ渦防止板の評価部位に対する許容応力及び使用材料の許容応力評価条件を各々表3.5

－2及び表3.5－3に示す。 

また，算出した各応力に基づき，以下に示す組合せ応力を評価する。 

a. 鋼板，支持梁及びブラケット

各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合せ応力σが許容曲げ

応力 fｂｍ以下であること。 

σ = √σ
j

2
+3∙τ

j

2

（ｊ：部材符号で，Ｂ=支持梁，ＢＲ＝ブラケット及びＰ：鋼板を示す） 

津波及び弾性設計用地震動Ｓｄに

よる荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fｓｍ 

許容曲げ応力 

fｂｍ 
・1.5

1.5

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

端部詳細（A－A 矢視図） 

取
水
槽
壁

LB 

LBR 

B 

B 

A 

A 

端部詳細（B－B 矢視図） 

Lbh 

Lbv 

BBR 

HBR 
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b. 取付ボルト及び基礎ボルト

ボルトの引張応力は次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，

ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

せん断応力はせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 

津波及び弾性設計用地震動Ｓｄによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
∙1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5∙√3
∙1.5

表 3.5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

機器名称 耐震重要度分類 荷重の組合せ*1,*2 許容応力状態 

循環水ポンプ渦防止板 Ｃ Ｄ＋津波荷重＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

注記 ＊1：Ｄは固定荷重を示す。また，Ｓｄは余震荷重を示す。 

＊2：固定荷重が津波荷重を緩和する方向に作用する場合，保守的に組み合わせない。 

表 3.5－2 許容応力 

許容応

力状態 

許容限界

（ボルト以外） 

許容限界

（ボルト） 

一次応力 一次応力 

曲げ せん断 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ1 1.5・ｆｓ1 

ｆｓ：設計・建設規格 SSB-3121.1(2)に定める値 

ｆｂ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)に定める値 

ｆｔ1：設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 

ｆｓ1：設計・建設規格 SSB-3131.1(2)に定める値 
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表 3.5－3 許容応力評価条件 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

鋼板 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

支持梁 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

ブラケット 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

取付ボルト① 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

取付ボルト② 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

基礎ボルト 

周囲

環境

温度 

40 175 480 175 

Ｓｙ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

Ｓｕ：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

Ｓｙ(ＲＴ)：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の40℃における値 
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(4)固有周期の算出及び設計用地震力の設定

a. 固有周期の算出

循環水ポンプ渦防止板の固有周期の算出は，添付書類「Ⅵ-2-11-2-7-18 循環水ポン

プ渦防止板の耐震性についての計算書」の「4. 固有周期」に示す方法で実施する。計

算の結果，表3.5－4に示すとおり，水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向の固有周期は

0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水平方向（ＥＷ方向）の固

有周期は0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。 

表 3.5－4 固有周期 

水平方向（ＮＳ方向） 

水平方向（ＥＷ方向） 

鉛直方向 

b. 設計用地震力の設定

評価に用いる設計用地震力を表3.5－5に示す。弾性設計用地震力Ｓｄは，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6

「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表3.5－5 循環水ポンプ渦防止板 設計用地震力 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 

水平（ＮＳ）： ＊2

水平（ＥＷ）： ＊2

鉛直       ： ＊2

減衰定数(％) 水平：2.0  鉛直：2.0 

設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

1.83＊3 0.92＊4,＊5 1.58＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：１次固有周期について記載 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答スペク

トルにより得られる震度

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｄ）により得られる設計震度 

＊5：最大応答加速度を1.2倍した震度 

（単位：ｓ） 
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(5) 循環水ポンプ渦防止板に作用する流体力と評価部位に発生する荷重の計算

循環水ポンプ渦防止板のうち鋼板に津波が作用することを想定し流体力を算出した。

流体力の算出にあたり，保守的に水平方向津波による最大流体力と鉛直方向津波による

最大流体力を同時に受けるとして計算する。 

a. 鋼板に作用する流体力（以下「抗力」という。）は次式より求める。評価結果を表

3.5－6に示す。

Ｆ
ＤＨ
=
1

2
Ｃ

Ｄ
∙ρ∙Ｖ

2
∙Ａ

Ｈ

Ｆ
ＤⅤ

=
1

2
Ｃ

Ｄ
∙ρ∙Ｕ

2
∙Ａ

Ⅴ

ＦＤＨ：抗力（水平方向） 

ＦＤＶ：抗力（鉛直方向） 

ＣＤ：抗力係数（平板） 

ρ：海水密度 

Ｖ：水平方向津波流速 

Ｕ：鉛直方向津波流速 

ＡＨ：抗力が作用する投影面積（水平方向） 

ＡＶ：抗力が作用する投影面積（鉛直方向） 

表3.5－6 津波により作用する抗力 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

抗力係数（平板）ＣＤ 2.01＊

海水密度ρ(kg/m3) 1030 

水平方向津波流速Ｖ(m/s) 1.0 

鉛直方向津波流速Ｕ(m/s) 1.0 

抗力が作用する投影面積（水平方向）ＡＨ(m2) 46.6 

抗力が作用する投影面積（鉛直方向）ＡＶ(m2) 27.0 

抗力（水平方向）ＦＤＨ(N) 48238 

抗力（鉛直方向）ＦＤＶ(N) 27949 

注記＊：「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2007年）」より保守

的に最大となる値を設定 
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(6) 鋼板の評価

a. 鋼板に発生するせん断応力

鋼板は支持梁を支点としたはね出し単純梁として抵抗するため，鋼板の単位長さ当

たりに発生するせん断力ＱＰ及びせん断応力τＰは次式より求める。図3.5－4に鋼板の

計算モデル図を示す。また，算定条件を表3.5－7に示す。 

図3.5－4 鋼板の計算モデル図 

Ｑ
Ｐ
=

ｗ∙(Ｌ
Ｕ
+Ｌ

Ｃ
)
2

-ｗ∙Ｌ
Ｌ

2

2∙Ｌ
Ｃ

-ｗ∙Ｌ
Ｕ

ｗ= (Ｆ
ＤＨ

∙sinθ+Ｆ
ＤＶ

∙cosθ) (ｗ
Ｐ
∙Ｈ

Ｐ
)⁄  

+√(Ｆ
Ｈ
∙sinθ)

2

+ (Ｆ
Ｖ
∙cosθ)

2

− g∙γ∙tp∙cosθ

Ｆ
Ｈ
=Ｃ

Ｈ1
∙g∙(γ∙tp+

2 ∙Ｍ
111

Ｌ
Ｂ
∙ (Ｌ

Ｕ
+Ｌ

Ｃ
+Ｌ

Ｌ
) ∙ sinθ

) 

Ｆ
Ｖ
=Ｃ

Ｖ
∙g∙(γ∙tp+

2 ∙Ｍ
113

Ｌ
Ｂ
∙ (Ｌ

Ｕ
+Ｌ

Ｃ
+Ｌ

Ｌ
) ∙ cosθ

)

τＰ=
Ｑ

Ｐ

Ａ
ＷＰ

ＱＰ：鋼板に発生するせん断力 

ｗ：鋼板に作用する板面外力 

ＬＵ：鋼板の上側はね出し長さ 

ＬＣ：鋼板の支持点間長さ 

ＬＬ：鋼板の下側はね出し長さ 

θ：鋼板の取付角度（仰角） 

ＬL 

ＬC 

θ 

ＬU 
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ＷＰ：鋼板の全幅 

ＨＰ：鋼板の全高 

ＦＨ：地震により生じる水平方向荷重 

ＦＶ：地震により生じる鉛直方向荷重 

g：重力加速度（=9.80665） 

ＣＨ１：水平方向設計震度（水平ＮＳ方向） 

ＣＶ：鉛直方向設計震度 

γ：鋼板の密度 

ｔｐ：鋼板の厚み 

Ｍ111：水の付加質量の有効質量（水平ＮＳ方向） 

Ｍ113：水の付加質量の有効質量（鉛直方向）

τＰ：鋼板に発生するせん断応力 

ＡＷＰ：鋼板のせん断断面積 

表3.5－7 鋼板に発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

鋼板の上側はね出し長さＬＵ(mm) 

鋼板の支持点間長さＬＣ(mm) 

鋼板の下側はね出し長さＬＬ(mm) 

鋼板の取付角度θ(°) 

鋼板の全幅ＷＰ(mm) 8600 

鋼板の全高さＨＰ(mm) 6170 

鋼板の密度γ（kg/mm3） 7.98×10-6 

鋼板の厚みｔｐ（mm） 12 

水の付加質量の有効質量（水平ＮＳ方向） 

Ｍ111（kg） 
26024 

水の付加質量の有効質量（鉛直方向） 

Ｍ113（kg） 
8573 

鋼板のせん断断面積ＡＷＰ(mm2) 12000 

b. 鋼板に発生する曲げ応力

鋼板の単位長さ当たりに発生する曲げモーメントＭＰ及び曲げ応力σＰは次式より

求める。また，算定条件を表 3.5－8に示す。 

Ｍ
Ｐ
=Max(

ｗ∙Ｌ
Ｕ

2

2
,

ｗ∙(Ｌ
Ｕ
+Ｌ

Ｃ
)
2
-ｗ∙Ｌ

Ｌ

2

2∙Ｌ
Ｃ

∙
Ｌ

Ｃ

2
-
ｗ

2
∙(Ｌ

Ｕ
+
Ｌ

Ｃ

2
)

2

)

39



3.5-10 

σ
Ｐ
=

Ｍ
Ｐ

Ｚ
Ｐ

Ｚ
Ｐ
=

1000∙tP
2

6

ＭＰ：鋼板に発生する曲げモーメント 

σＰ：鋼板に発生する曲げ応力 

ＺＰ：鋼板の断面係数 

ｔＰ：鋼板の厚み 

表3.5－8 鋼板に発生する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

鋼板の厚みｔＰ(mm) 12 

鋼板の断面係数ＺＰ(mm3) 24000 

(7)支持梁の評価

a. 支持梁に発生するせん断応力

支持梁は，ブラケットにより支持される単純梁として抵抗する。支持梁１本当たり

が負担する鋼板に作用する板面外力により発生するせん断力ＱＢ1，ＱＢ3及びせん断応

力τＢは次式より求める。図3.5－5に支持梁の計算モデル図を示す。また，算定条件を

表3.5－9に示す。 

図3.5－5 支持梁の計算モデル図 

Ｑ
B1
= {Ｑ

P1
∙Ｌ

B
+√(Ｃ

H
∙g∙ｗ

B
∙sinθ)

2
+(Ｃ

V
∙g∙ｗ

B
∙cosθ)

2
-g∙ｗ

B
∙cosθ}×

ＬB
2

Ｑ
B3
=｛(Ｆ

DH
∙cosθ+Ｆ

DV
∙sinθ) (Ｗ

P
∙Ｈ

P
)⁄  

+√(Ｆ
H
∙cosθ)

2
+(Ｆ

V
∙sinθ)

2
+g∙γ∙tp∙sinθ｝×

Ｌ
B

2

τB1=
Ｑ

B1

Ａ
WB1

ＬB 
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τB3=
Ｑ

B3

Ａ
WB3

τB=√τB1
2＋τB3

2

ＱＢ1，ＱＢ3：支持梁に発生するせん断力 

ＬＧ：支持梁１本当たりが負担する鋼板幅 

ＬＢ：支持梁の長さ 

τＢi：支持梁に発生するせん断応力 

ＡＷＢi：支持梁のせん断断面積 

表 3.5－9 支持梁に発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

支持梁の長さＬＢ(mm) 8600 

支持梁１本当たりが負担する鋼板幅ＬＧ(mm) 

支持梁のせん断断面積ＡＷＢ１(mm2) 4344 

支持梁のせん断断面積ＡＷＢ３(mm2) 15200 

b. 支持梁に発生する曲げ応力

支持梁に生じる曲げモーメントＭＢｉ及び曲げ応力σＢは次式より求める。また，算

定条件を表 3.5－10に示す。 

Ｍ
Bi
=
Ｑ

Bi
∙Ｌ

B

2

σ
Bi
=
Ｍ

Bi

Ｚ
Bi

σ
B
=√σ

B1

2
＋σ

B3

2

Ｚ
B1
=
{ＨB

3
∙ＢB-(ＨB-2∙tflg)

3
∙(ＢB-tweb)} 12⁄

Ｈ
B
2⁄

Ｚ
B3
=
{2∙Ｂ

B

3
∙tflg+tweb

3∙(Ｈ
B
-2∙tflg)} 12⁄

Ｂ
B
2⁄

ＭＢｉ：支持梁に発生する曲げモーメント 

σＢ：支持梁に発生する曲げ応力 

ＺＢｉ：支持梁の断面係数 

ＨＢ：支持梁の高さ 

ＢＢ：支持梁の幅 
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ｔｆｌｇ：支持梁のフランジの厚み 

ｔｗｅｂ：支持梁のウェブの厚み 

表 3.5－10 支持梁に発生する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

支持梁の高さＨＢ(mm) 400 

支持梁の幅ＢＢ(mm) 

支持梁のフランジの厚みｔｆｌｇ(mm) 

支持梁のウェブの厚みｔｗｅｂ(mm) 

支持梁の断面係数ＺＢ１(mm3) 2997535 

支持梁の断面係数ＺＢ３(mm3) 1013593 

(8)ブラケットの評価

a. ブラケットに発生するせん断応力

支持梁より伝達されるせん断力がブラケットに生じるせん断力となるため，せん断

力ＱＢＲｉ及びせん断応力τＢＲは次式より求める。図3.5－6にブラケットの計算モデル

図を示す。また，算定条件を表3.5－11に示す。 

図3.5－6 ブラケットの計算モデル図 

Ｑ
BRi
=Ｑ

Bi

τBRi=
Ｑ

BRi

Ａ
WBRi

τBR=√τBR1
2＋τBR3

2

ＱＢＲｉ：ブラケットに作用するせん断力 

τＢＲ：ブラケットに発生するせん断応力 

ＡＷＢＲｉ：ブラケットのせん断断面積 

ＬBR 
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表3.5－11 支持梁に作用するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケットのせん断断面積ＡＷＢＲ１(mm2) 4344 

ブラケットのせん断断面積ＡＷＢＲ３(mm2) 15200 

b. ブラケットに発生する曲げ応力

ブラケットに発生する曲げモーメントＭＢＲi及び曲げ応力σＢＲは次式より求める。

また，算定条件を表 3.5－12に示す。 

Ｍ
BRi
=Ｑ

BRi
∙Ｌ

BR

σ
BRi
=
Ｍ

BRi

Ｚ
BRi

σ
BR
=√σ

BR1

2
＋σ

BR3

2

Ｚ
BR1
=
{ＨBR

3
∙ＢBR-(ＨBR-2∙tBRflg)

3
∙(ＢBR-tBRweb)} 12⁄

ＨBR 2⁄

Ｚ
BR3
=
{2∙Ｂ

B

3
∙tflg+tweb

3∙(Ｈ
B
-2∙tflg)} 12⁄

Ｂ
B
2⁄

ＭＢＲi：ブラケットに発生する曲げモーメント 

σＢＲ：ブラケットに発生する曲げ応力 

ＬＢＲ：ブラケットの長さ 

ＺＢＲi：ブラケットの断面係数 

ＨＢＲ：ブラケットの高さ 

ＢＢＲ：ブラケットの幅 

ｔＢＲｆｌｇ：ブラケットのフランジの厚み 

ｔＢＲｗｅｂ：ブラケットのウェブの厚み 
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表3.5－12 ブラケットに作用する曲げモーメント及び曲げ応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケットの長さＬＢＲ(mm) 

ブラケットの高さＨＢＲ(mm) 

ブラケットの幅ＢＢＲ(mm) 

ブラケットのフランジの厚みｔＢＲｆｌｇ(mm) 

ブラケットのウェブの厚みｔＢＲｗｅｂ(mm) 

ブラケットの断面係数ＺＢＲ１(mm3) 2997535 

ブラケットの断面係数ＺＢＲ３(mm3) 1013593 

(9)取付ボルト①の評価

a. 取付ボルト①に発生する引張応力

はね出し梁である鋼板の支持点荷重が取付ボルト①に作用する引張力となるため，

取付ボルト①の引張力Ｎｂ１及び引張応力σｂ１は次式より求める。また，算定条件を表

3.5－13に示す。 

Ｎ
b1
=

ｗ∙(Ｌ
Ｕ
+Ｌ

Ｃ
)
2
-ｗ∙Ｌ

Ｂ

2

2∙Ｌ
Ｃ
∙ｎ

b1

σ
b1
=

Ｎ
b1

Ａ
b1

Ｎｂ１：取付ボルト①に作用する引張力 

σｂ１：取付ボルト①に発生する引張応力 

ｎｂ１：鋼板の単位幅当たりの取付ボルト①の本数 

Ａｂ１：取付ボルト①の断面積 

表3.5－13 取付ボルト①に発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

取付ボルト①の呼び径 M20 

鋼板の単位幅当たりの取付ボルト①の本数ｎｂ１(本) 

取付ボルト①の断面積Ａｂ１(mm2) 314 

b. 取付ボルト①に発生するせん断応力

取付ボルト①に発生するせん断力Ｑb１及びせん断応力τb１は，次式より求める。

Ｑ
b1
= {(Ｆ

ＤＨ
∙cosθ-Ｆ

ＤＶ
∙sinθ) +(√(Ｆ

Ｈ
∙cosθ)

2

+ (Ｆ
Ｖ
∙sinθ)

2

+γ∙tp∙sinθ)} ｎ
b1t

⁄
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τb1=
Ｑ

b1

Ａ
b1

Ｑｂ１：取付ボルト①に作用するせん断力 

τｂ１：取付ボルト①に発生するせん断応力 

(10)取付ボルト②の評価

a. 取付ボルト②に発生する引張応力

単純梁である支持梁の支持点荷重が取付ボルト②に作用する引張力となるため，取

付ボルト②の引張力Ｎｂ2及び引張応力σｂ2は次式より求める。また，算定条件を表 3.5

－14に示す。 

Ｎ
b2
=

Ｑ
B

ｎ
b2

σ
b2
=

Ｎ
b2

Ａ
b2

Ｎｂ２：取付ボルト②に作用する引張力 

σｂ２：取付ボルト②に発生する引張応力 

ｎｂ２：ブラケット１体当たりの取付ボルト②の本数 

Ａｂ２：取付ボルト②の断面積 

表3.5－14 取付ボルト②に発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

取付ボルト②の呼び径 M20 

ブラケット１体当たりの取付ボルト②の本数ｎｂ２(本) 

取付ボルト②の断面積Ａｂ２(mm2) 314 

b. 取付ボルト②に発生するせん断応力

取付ボルト②に発生するせん断力Ｑb2及びせん断応力τb2は，次式より求める。

Ｑ
b2
=

Ｑ
BR3

ｎ
b2

τb2=
Ｑ

b2

Ａ
b2

Ｑｂ２：取付ボルト②に作用するせん断力 

τｂ２：取付ボルト②に発生するせん断応力 
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(11)基礎ボルトの評価

a. 基礎ボルトに発生する引張応力

基礎ボルトに発生する引張力ＮＡｂ及び引張応力σＡｂは次式より求める。図 3.5－7

に基礎ボルトの計算モデル図を示す。また，算定条件を表 3.5－15に示す。 

図 3.5－7 基礎ボルトの計算モデル図 

Ｎ
Ab
=
Ｍ

BR3
∙sinθ1

ｎ
av
∙Ｌ

gh

+
Ｍ

BR1
∙cosθ1

ｎ
ah
∙Ｌ

gv

σ
Ab
=

Ｎ
Ab

Ａ
Ab

ＮＡb：基礎ボルトに作用する引張力 

Ｌｇｈ：水平方向の基礎ボルト距離 

Ｌｇｖ：鉛直方向の基礎ボルト距離 

ｎａｈ：水平方向に並ぶ基礎ボルト本数（引張群力側） 

ｎａｖ：鉛直方向に並ぶ基礎ボルト本数（引張群力側） 

σＡb：基礎ボルトに発生する引張応力 

ＡＡb：基礎ボルトの断面積 

表3.5－15 基礎ボルトに発生する引張力及び引張応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

水平方向の基礎ボルト距離Ｌｇｈ(mm) 

鉛直方向の基礎ボルト距離Ｌｇｖ(mm) 

水平方向に並ぶ基礎ボルト本数（引張群力側）ｎaｈ(本) 

鉛直方向に並ぶ基礎ボルト本数（引張群力側）ｎaｖ(本) 

支持梁と基礎部の芯ずれ角度θ１(°) 

基礎ボルトの呼び径 M20 

基礎ボルトの断面積ＡＡb(mm2) 314 

θ1 
Ｌgh 

Lgv 
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b. 基礎ボルトに発生するせん断応力

基礎ボルトに発生するせん断力ＱＡｂ及びせん断応力τＡｂは次式より求める。また，

算定条件を表 3.5－16に示す。 

Ｑ
Ab
=
√Ｑ

BR1

2
＋Ｑ

BR3

2

ｎ
Ab

τAb=
Ｑ

Ab

Ａ
Ab

ＱＡｂ：基礎ボルトに作用するせん断力 

ｎＡb：ブラケット１体当たりの基礎ボルト本数 

τＡｂ：基礎ボルトに発生するせん断応力 

表3.5－16 基礎ボルトに発生するせん断力及びせん断応力の算定条件 

項目 
循環水ポンプ 

渦防止板 

ブラケット１体当たりの基礎ボルト本数ｎＡb(本) 
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(12) 評価結果

循環水ポンプ渦防止板に発生する応力を表 3.5－17に示す。発生応力は，許容応力以

下であることから，津波発生時の荷重及び余震荷重に対して循環水ポンプ渦防止板の健

全性は確保されることを確認した。 

表 3.5－17 評価結果一覧 

循環水ポンプ 

渦防止板 

評価部位 材料 項目 
発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

鋼板 

せん断 1 102 

曲げ 184 202 

組合せ 184 202 

支持梁 

せん断 15 102 

曲げ 122 175 

組合せ 127 175 

ブラケット 

せん断 15 102 

曲げ 27 175 

組合せ 37 175 

取付ボルト① 
引張 25 132 

せん断 8 76 

取付ボルト② 
引張 7 132 

せん断 6 76 

基礎ボルト 
引張 75 132 

せん断 27 102 
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4.3 燃料等輸送船の係留索の耐力
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4.3-1 

4.3 燃料等輸送船の係留索の耐力 

 

1. 概要 

 燃料輸送船及びＬＬＷ輸送船（以下「燃料等輸送船」という。）は，来襲までに時間的余

裕がある津波の場合は緊急退避するが，来襲までに時間的余裕がない津波の場合は荷揚場

に係留することとなる。したがって，係留索の耐力（以下「係留力」という。）について評

価を実施する。 

 係留索については，船舶の大きさから一定の算式によって計算される数値（艤装数）に

応じた仕様（強度，本数）のものを有するように，日本海事協会（NK）の鋼船規則におい

て定められている。 

 本書では，燃料等輸送船が備えている係留力及び津波による流圧力を石油会社国際海事

評議会 OCIMF（Oil Companies International Marine Forum）刊行“Mooring Equipment 

Guidelines”の手法を用いて算出し，係留索の耐力評価を行う。なお，同書は船舶の係留

方法・係留設備に関わる要求事項を規定するものであり，流圧力の評価については大型タ

ンカーを主たる適用対象としているが，燃料等輸送船は大型タンカーと同じ 1軸船であ

り，水線下の形状が類似しているため，同評価を燃料等輸送船に適用する。 

 

2. 評価 

 (1)燃料等輸送船，係留索及び係船柱の仕様 

  燃料等輸送船及び係留索の仕様を表 4.3－1に，係船柱の仕様を表 4.3－2にそれぞれ示

す。また，燃料輸送船の配置例及び係船柱の位置を図 4.3－1に示す。係留にあたっては，

燃料輸送船の位置及び係留索の水平角を固定するため，船首側及び船尾側に各 2本ずつ

（計 4本）係留索を使用する。 

ＬＬＷ輸送船は燃料輸送船と同様に津波来襲時に荷揚場へ係留することとなるが，表

4.3－1 に示すとおり輸送船仕様は燃料輸送船と同等である。また，係留索の仕様のうち耐

力評価に使用する係船機ブレーキ力は燃料輸送船の値を上回っていることから，燃料輸送

船を代表に評価する。 

 

(2)津波条件（流向，水位，流速） 

  来襲までに時間的余裕がなく，燃料輸送船を離岸できない海域活断層から想定される地

震による津波（基準津波４）を対象に津波条件を設定する。 

  海域活断層から想定される地震による津波（基準津波４）による荷揚場近傍の流向は，

図 4.3－2に例示するとおり，荷揚場に対する接線方向の成分が支配的となる。これに対

し，燃料輸送船は荷揚場と平行して接岸されることから，燃料輸送船の船首及び船尾方向

の流圧力に対する係留力について評価を実施する。 

  一方，海域活断層から想定される地震による津波（基準津波４）の荷揚場近傍における

水位及び接線方向成分の流速は，図 4.3－3のとおりとなる。この図より，地震発生後，押

し波が 5分程度継続した後，引き波に転じ約 6分で第一波の最低点に達し，この時の流速

が最大の 2.3m/sに達することが分かる。 
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なお，図 4.3－3に示した津波の流速は，防波堤の損傷を想定した場合における流速で

あり，防波堤の損傷を想定しない場合（防波堤健全の条件）でも，接線方向成分の流速

は，図 4.3－4に示すとおり，流速条件は防波堤損傷状態における流速と同程度である。 

 

(3)係留力 

 係留力の計算方法を表 4.3－3に，計算結果を表 4.3－4，図 4.3－5及び図 4.3－6にそ

れぞれ示す。 

 

(4)流圧力 

  流圧力の計算方法を表 4.3-5に示す。また，前項で算出した係留力との比較結果を図

4.3-7に示す。 

 

3. 結論 

 津波（最大流速 2.3m/s）による流圧力に対し，係留力（約 23.1tonf，約 21.7tonf）が

上回ることを確認した。 
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表 4.3－1 燃料等輸送船及び係留索の仕様 

項目 
仕様 

燃料輸送船 ＬＬＷ輸送船 

輸送船 

総トン数 約 5,000 トン 約 4,600トン 

載貨重量トン 約 3,000t 約 3,000t 

喫水 約 5m 約 5m 

全長 100.0m（垂線間長：94.4m） 99.95m 

型幅 16.5m 16.5m 

形状 （図 4.3－1 参照） － 

船殻構造 二重構造 二重構造 

船底構造 二重構造 二重構造 

船型 
船首楼・ 

船尾楼付平甲板船 

船首楼・ 

船尾楼付平甲板船 

係留索 

直径 60mm（ノミナル値） 60mm 

素材種別 Polyethylene Rope Grade 1 ポリプロピレン／ 

ポリエステル混紡 

破断荷重 279kN（キロニュートン）

=28.5tonf 

348kN（キロニュートン） 

=35.5tonf 

係船機ブレーキ

力 

28.5tonf×0.7≒20.0tonf 
35.5tonf×0.7≒25.0tonf 

   

 

表 4.3－2 係船柱の仕様 

項目 仕様 

係船柱 

形状 （図 4.3－1参照） 

ビット数，位置 （図 4.3－1参照） 

係留状態 （図 4.3－1参照） 

強度 25t 
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（地震発生後 5分 50秒後） 

図 4.3－2(1) 基準津波４の流向 

 

 

（地震発生後 6分 10秒後） 

 

図 4.3－2(2) 基準津波４の流向 
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（地震発生後 6分 50秒後） 

 

図 4.3－2(3) 基準津波４の流向  
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図 4.3－3 基準津波４の流速（荷揚場近傍） 

 

 

 

 

 

図 4.3－4 防波堤健全時における基準津波４の流速（荷揚場近傍） 
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表 4.3－3 係留力の計算方法 

【各索の係留力計算式】 

𝑅𝑥 = T × (
𝑐𝑜𝑠2𝛽 × 𝑐𝑜𝑠2𝜃

L
)

× (
L𝑐

cosβc × cosθc
) 

仰角θ

β

α係船索長：L

 

Rx：前後係留力(tonf)（前方は添字 f，後方は添字 a） 

T ：係留索１本に掛けることができる最大張力(tonf) 

β：係留索水平角（岸壁平行線となす角度）(deg) 

θ：係留索の仰角(deg) 

L ：係留索の長さ（船外＋船内）(m) 

βc：各グループ＊で最も負荷の大きい係留索の係留索水平角（岸壁平行線となす角

度）(deg) 

θc：各グループ＊で最も負荷の大きい係留索の仰角（岸壁平行線となす角度）(deg) 

Lc ：各グループ＊で最も負荷の大きい係留索の長さ（船外＋船内）(m) 

  注記＊：係留索の機能別グループ（前方係留力または後方係留力） 

（出典：係留設備に関する指針 OCIMF刊行） 

 

係留索長さ：L 
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4.3-12 

 

表 4.3－5 流圧力の計算方法 

【流圧力計算式】 

𝐹𝑥𝑐 =
1

2
× 𝐶𝑥𝑐 × 𝜌𝑐 × 𝑉𝑐

2 × 𝐿𝑝𝑝 × 𝑑 

Fxc：縦方向流圧力(kgf) 

Cxc：縦方向流圧力係数 

 (船尾方向：0.13，船首方向：0.08）＊ 

Vc ：流速(m/s)（＝2.3m/s） 

Lpp：垂線間長(m)（＝94.4m） 

d  ：喫水(m)（＝5.4m） 

ρc：水密度(kg・s2/m4) 

    （＝104.5kg・s2/m4） 

注記＊：下図より，船尾方向流圧力の算出

には相対流向角 0°～90°における最大値

(絶対値)を，船首方向流圧力の算出には相

対流向角 90°～180°における最大値(絶対

値)を用いて安全側に計算を行う 

（出典：係留設備に関する指針 OCIMF刊行） 

 

（出典：VLCCにおける風圧及び流圧の予測 OCIMF刊行） 
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4.3-13 

船尾方向の流圧力と 

係留力の関係 

船首方向の流圧力と 

係留力の関係 

 
 

  

・最大津波流速 2.3m/sによる船尾方向へ 

の流圧力約 18tonf に対し，係留力は約

23.1tonfであり，対抗可能である。 

・最大津波流速 2.3m/s による船首方向へ

の流圧力約 12tonf に対し，係留力は約

21.7tonfであり，対抗可能である。 

 

図 4.3－7 流圧力と係留力の比較 
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係留力 21.7tonf 

係留力 23.1tonf 
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5.5 屋外タンク等からの溢水評価
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5.5-1 

5.5 屋外タンク等からの溢水評価 

屋外タンク等の溢水として，地震による損傷が否定できない屋外タンク等からの溢水を

考慮し，原子炉建物，タービン建物，廃棄物処理建物等の浸水防護重点化範囲を内包する建

物に及ぼす影響を評価する。島根２号機構内で実施している第３系統直流電源設備設置工事

等の安全対策に伴う掘削箇所への屋外タンク等の破損によって生じる溢水の流入を含めた

評価の詳細はⅥ-1-1-9-4「溢水影響に関する評価」に示す。 

 

5.5.1 評価条件 

島根原子力発電所の敷地内に設置されている屋外タンク等のうち溢水源とする屋外

タンク等を図 5.5－1 に示す選定フローにより抽出した。抽出結果及び抽出した屋外タ

ンク等の配置図を表 5.5－1及び図 5.5－2に示す。また，評価の前提条件として以下を

考慮する。 

   (1) 輪谷貯水槽（東側）は基準地震動Ｓｓによって生じるスロッシングをスロッシング   

解析の溢水量（時刻歴）で模擬する。 

(2) 復水貯蔵タンク，補助復水貯蔵タンク及びトーラス水受入タンクは地震による損傷

をタンクに接続するすべての配管の完全全周破断を模擬する。 

(3) その他溢水源は地震による損傷をタンク側板全周が瞬時に消失するものとして模

擬する。 

(4) 構内排水路による排水機能及び敷地外への排出は期待しない。 

 

5.5.2 溢水評価 

屋外タンク等の破損により生じる溢水については，溢水源として屋外に設置されたタ

ンク等を挙げた上で，浸水防護重点化範囲への影響評価を実施した。 

代表箇所における浸水深の時刻歴を図 5.5－3に，最大浸水深を表 5.5－2に示す。 

 

5.5.3 評価結果 

以下に示すとおり，屋外タンク等の破損により生じる溢水が，浸水防護重点化範囲へ

影響を与えることがないことを確認した。 

・原子炉建物，廃棄物処理建物及び B-ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽については，

各扉付近の開口部の下端高さが溢水水位より高い位置にある。 

・タービン建物については，外壁にある扉付近の水位が最大で 0.48mであり，扉の設

置位置（開口部下端高さ 0.4m）を超えるが，開口部下端高さを超える水位の継続時間

が短く，浸水深，開口部形状及び継続時間から水理公式（堰の越流量公式）＊を用い

て算出した溢水量は約 1m3と少量であり，タービン建物の空間容積に対し，十分に小

さい。また，タービン建物には浸水により機能喪失する設備が設置されていない。 

・取水槽海水ポンプエリアについては防水壁を設置することにより，浸水を防止して

いる。 
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5.5-2 

・A-ディーゼル燃料移送ポンプ及び HPCS－ディーゼル燃料移送ポンプを設置するデ

ィーゼル燃料移送ポンプピットについては，防水壁及び水密扉を設置することにより，

浸水を防止している。 

注記＊：計算の詳細については別紙参照 

 

 

 

図 5.5－1 溢水源とする屋外タンク等の選定フロー 

 

 

 

65



5.5-3 

表 5.5－1 溢水源とする屋外タンク等(1/3) 

No 名称 
保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動 

評価に用いる 

溢水量 

(m3)＊1 

配置 

No 

保有水量 20m3 

以上（山間部除く）

の屋外タンク等 

エリア 

No 

合計 

保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動 

評価に用いる 

合計溢水量 

(m3) ＊4 

1 雑用水タンク 33 49 25 ○ 

エリア 

① 

16,368 

9,526 

(8,486) 

2 宇中系統中継水槽（西山水槽） 30 45 26 ○ 

3 碍子水洗タンク 146 161 22 ○ 

4 
ガスタービン発電機用軽油タンク

用消火タンク 
49 73 23 ○ 

5 A-44m盤消火タンク 155 171 30 ○ 

6 B-44m盤消火タンク 155 171 30 ○ 

7 輪谷貯水槽（東側）沈砂池 260 286 20 ○ 

8 原水 80t水槽 80 120 24 ○ 

9 仮設水槽-1（２号西側法面付近） 20 30 39 ○ 

10 仮設水槽-2（２号西側法面付近） 20 30 40 ○ 

11 仮設水槽-3（２号西側法面付近） 20 30 45 ○ 

12 輪谷貯水槽（東側） 10,000 2,200＊2 19 ○ 

13 復水貯蔵タンク 1,800 2,200＊3 47 ○ 

14 補助復水貯蔵タンク 1,800 1,980 48 ○ 

15 トーラス水受入タンク 1,800 1,980 49 ○ 

16 
泡消火薬剤貯蔵槽（ガスタービン

発電機用軽油タンク） 
1 － n-43 － 

162 

17 山林用防火水槽（スカイライン） 50 － n-52 － 

18 山林用防火水槽（スカイライン） 50 － n-52 － 

19 仮設水槽（２号西側法面付近） 2 － n-59 － 

20 防火水槽 20 － n-74 － 

21 防火水槽 20 － n-73 － 

22 鉄イオン溶解タンク（２号） 19 － n-9 － 
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5.5-4 

表 5.5－1 溢水源とする屋外タンク等(2/3) 

No 名称 
保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動 

評価に用いる 

溢水量 

(m3)＊1 

配置 

No 

保有水量 20m3 

以上（山間部

除く）の屋外

タンク等 

エリア 

No 

合計 

保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動

評価に用いる 

合計溢水量 

(m3) ＊4 

23 純水タンク（A） 600 660 10 ○ 

エリア 

② 

7,681 

8,602 

(7,741) 

24 純水タンク（B） 600 660 10 ○ 

25 ２号ろ過水タンク 3,000 3,300 11 ○ 

26 １号除だく槽 87 131 12 ○ 

27 １号ろ過器 62 93 13 ○ 

28 ２号除だく槽 102 113 14 ○ 

29 ２号ろ過器 36 54 15 ○ 

30 ２号濃縮槽 30 45 16 ○ 

31 １号ろ過水タンク 3,000 3,300 17 ○ 

32 74ｍ盤受水槽（2槽） 60 90 27 ○ 

33 原水受槽 42 63 31 ○ 

34 22ｍ盤受水槽 30 45 37 ○ 

35 59ｍ盤トイレ用水貯槽 32 48 44 ○ 

36 補助ボイラーブロータンク 1 － n-24 － 

60 

37 補助ボイラー冷却水冷却塔 1 － n-24 － 

38 C-真空脱気塔 3 － n-28 － 

39 D-真空脱気塔 3 － n-28 － 

40 C/D用冷却水回収槽 2 － n-28 － 

41 凝集処理槽 19 － n-37 － 

42 汚泥槽 6 － n-37 － 

43 ろ過器 3 － n-37 － 

44 薬品貯槽 1 － n-37 － 

45 A-真空脱気塔 2 － n-38 － 

46 B-真空脱気塔 2 － n-38 － 

47 冷却水回収槽 2 － n-38 － 

48 １号除だく槽排水槽 7 － n-41 － 

49 トイレ用ろ過水貯槽 8 － n-41 － 

50 変圧器消火水槽 306 336 4 ○ 

エリア 

③ 

441 

539 

(455) 

51 電解液受槽（１号） 22 33 5 ○ 

52 A-サイトバンカ建物消火タンク 46 69 18 ○ 

53 B-サイトバンカ建物消火タンク 46 69 18 ○ 

54 管理事務所 4号館用消火タンク 21 32 36 ○ 

55 電解液受槽（２号） 10 － n-8 － 

14 
56 

１号海水電解装置電解槽（循環ラ

イン 8槽） 
2 － n-8 － 

57 
２号海水電解装置電解槽（非循環

ライン 12槽） 
2 － n-8 － 
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5.5-5 

表 5.5－1 溢水源とする屋外タンク等(3/3) 

No 名称 
保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動 

評価に用いる 

溢水量 

(m3)＊1 

配置 

No 

保有水量 20m3 

以上（山間部

除く）の屋外

タンク等 

エリア 

No 

合計 

保有水量 

(m3) 

溢水伝播挙動

評価に用いる 

合計溢水量 

(m3) ＊4 

58 ３号ろ過水タンク（A) 1,000 1,100 1 ○ 

エリア 

④ 

6,979 

7,735 

(7,023) 

59 ３号純水タンク（A) 1,000 1,100 2 ○ 

60 消火用水タンク（A) 1,200 1,320 3 ○ 

61 消火用水タンク（B） 1,200 1,320 3 ○ 

62 
３号仮設海水淡水化装置（海水受

水槽） 
25 38 29 ○ 

63 仮設合併処理槽 31 46 34 ○ 

64 ３号純水タンク（B） 1,000 1,100 32 ○ 

65 ３号ろ過水タンク（B） 1,000 1,100 33 ○ 

66 A-45m盤消火タンク 155 171 38 ○ 

67 B-45m盤消火タンク 155 171 38 ○ 

68 宇中受水槽 24 36 46 ○ 

69 宇中合併浄化槽（1） 63 94 42 ○ 

70 宇中合併浄化槽（2） 126 139 43 ○ 

71 海水電解装置脱気槽 12 － n-13 － 

44 

72 
補助ボイラー排水処理装置 排水

ｐＨ中和槽 
3 － n-14 － 

73 重油タンク用泡原液差圧調合槽 2 － n-15 － 

74 
補助ボイラー補機冷却水薬液注入

貯槽 
1 － n-14 － 

75 ブロータンク 1 － n-14 － 

76 排水放流槽 1 － n-14 － 

77 訓練用模擬水槽 4 － n-58 － 

78 
３号仮設海水淡水化装置（RO処理

水槽） 
15 － n-76 － 

79 
３号仮設海水淡水化装置（仮設純

水槽） 
5 － n-77 － 

80 管理事務所 1号館東側調整池 1,520 1,672 9 ○ 

エリア 

⑤ 

1,830 2,014 

(1,840) 

81 A-50m盤消火タンク 155 171 28 ○ 

82 B-50m盤消火タンク 155 171 28 ○ 

83 濁水処理装置 10 － n-71 － 10 

合 計 33,589 
28,416 

（25,545） 

 
注記＊1：評価に用いる溢水量は保有水量を以下のとおり割り増した。 

20m3以上 100m3以下の屋外タンク等：1.5倍 
100m3を超える屋外タンク等：1.1倍 

＊2：輪谷貯水槽のスロッシング解析値(1,778m3)を 1.1倍し，切り上げた値である 1,956m3を上回る 2,200m3とした。 
＊3：復水貯蔵タンクの保有水量 1800ｍ3を 1.1倍した値である 1980m3を上回る 2,200m3とした。 
＊4：（）内はエリア内の溢水源とする屋外タンク等の合計保有水量を示す。ただし，輪谷貯水槽（東側）については 1,956m3を合計した。 
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5.5-6 
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5.5-7 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(1/6) 
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5.5-8 

 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(2/6) 
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5.5-9 

 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(3/6) 
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5.5-10 

 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(4/6) 
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5.5-11 

 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(5/6) 
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5.5-12 

 

図 5.5－3 代表箇所における浸水深時刻歴(6/6) 

 

表 5.5－2 代表箇所における最大浸水深 

代表箇所 
基準高さ 
EL (m) 
① 

最大 
浸水深 
(m) 
② 

建物外周扉
等の設置位
置 EL (m) 

③ 

建物外周扉
等の設置位
置を超える

もの 
③－①＜② 

地点 1 原子炉建物南面 15.0 0.12 15.3 ― 

地点 2 原子炉建物西面 1 15.0 0.16 15.3 ― 

地点 3 原子炉建物西面 2 15.0 0.15 15.3 ― 

地点 4 タービン建物北面 1 8.5 0.22 8.8 ― 

地点 5 タービン建物北面 2 8.5 0.48 8.9 ○ 

地点 6 タービン建物北面 3 8.5 0.24 9.1 ― 

地点 7 タービン建物北面 4 8.5 0.24 9.26 ― 

地点 8 
取水槽海水ポンプ 

エリア西面 
8.5 0.25 8.8 ― 

地点 9 
取水槽海水ポンプ 

エリア東面 
8.5 0.35 8.8 ○ 

地点 10 
廃棄物処理建物 

南面 
15.0 0.23 15.35 ― 

地点 11 
B-ディーゼル燃料貯蔵

タンク格納槽北面 
15.0 0.15 15.35 ― 

地点 12 
A-ディーゼル燃料移送

ポンプピット西面 
8.5 0.27 8.7 ○ 

地点 13 
HPCS-ディーゼル燃料

移送ポンプピット西面 
8.5 0.29 8.7 ○ 
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5.5-13 

（別紙） 

タービン建物への溢水量の算出について 

 

屋外タンク等の破損により生じるタービン建物への溢水量は，以下の堰の越流量公式＊を

用いて算出する。溢水水位が開口部下端高さを複数回超える場合は，各溢水量を合計した値

を溢水量とする。 

注記＊：水理公式集（公益社団法人 土木学会）のうち長方形堰の越流量の算出方法を使用 

 

溢水量＝Ｑ×ｔ【Ｑ：越流流量(m3/s)，ｔ：継続時間(s)】 

Ｑ＝ＣＢｈ3/2 【Ｃ：流量係数（越流水深と開口部形状によって定まる値），Ｂ：開口部の

幅(m),ｈ：越流水深（浸水深と開口部下端高さの差）(m)】 

Ｃ＝1.642(ｈ／Ｌ)0.022  ：（0＜ｈ／Ｌ≦0.1）【Ｌ：開口部の濡れ縁長さ(m)】 

Ｃ＝1.552＋0.083(ｈ／Ｌ)：（0.1＜ｈ／Ｌ≦0.4） 

Ｃ＝1.444＋0.352(ｈ／Ｌ)：（0.4＜ｈ／Ｌ≦(1.5～1.9)） 

 

表 5.5－2よりタービン建物（地点 4～地点 7）において溢水が発生するのは地点 5（ター

ビン建物北面 2）のみである。地点 5の浸水深時刻歴を図 1に示す。 

 

 

図 1 浸水深時刻歴（地点 5） 
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5.5-14 

 図 1より開口部下端高さを超える溢水は 2回発生し，最大浸水深はそれぞれ 0.48m，0.41m

である。浸水深は時間とともに変化するが，溢水の継続時間の間は最大浸水深の溢水が発生

するものとして安全側に溢水量の算出を行う。結果を表 1に示す。 

 

表 1 溢水量（地点 5） 

 溢水① 溢水② 

T 継続時間 s 2 42 

C 流量係数 - 1.58 1.53 

B 開口部の幅 m 2 2 

L 
開口部の 

濡れ縁長さ 
m 0.3 0.3 

H 越流水深 m 0.08 0.01 

Q 越流流量 m3/s 0.08 0.01 

- 溢水量 m3 0.16 0.42 

合計 0.58m3 

 

 表 1よりタービン建物へ流入する溢水量は 0.58m3であるが，安全側に切り上げて約 1m3と

する。 

77




